
   大阪府・大阪市特別区設置協議会規約 

 

大阪府と大阪市は、平成24年４月に、条例に基づき共同で大阪にふさわしい

大都市制度推進協議会を設置し、大都市制度の在り方について議論を重ねてき

た。 

同年８月には、大都市地域における特別区の設置に関する法律が制定された。

これにより、自らの発意に基づき具体的な制度を考え、国と必要な協議を行い

ながら、地域の実情に応じた多様な大都市制度を創っていくことが可能となっ

た。 

こうした情勢も踏まえ、同年９月の大阪にふさわしい大都市制度推進協議会

において、大阪府と大阪市が担っている広域機能を一元化し、大阪市を特別区

に再編するなど新たな大都市制度の枠組みが確認された。この枠組みを前提に、

大阪自らが主体的に詳細な制度設計を行っていくこととなる。 

今後、大阪府と大阪市は、法律に基づく協議会を設け、自らにふさわしい具

体的な制度設計を行うため、この規約を制定する。 

 

 

（設置） 

第１条 大阪府及び大阪市は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の２

第１項及び大都市地域における特別区の設置に関する法律（平成24年法律第

80号。以下「法」という。）第４条第１項の規定に基づき、同項に規定する特

別区設置協議会を置く。 

 

（名称） 

第２条 前条の特別区設置協議会は、大阪府・大阪市特別区設置協議会（以下

「協議会」という。）という。 

 

（協議会の担任する事務） 

第３条 協議会は、次に掲げる事務を行う。 

(1) 大阪市の区域における特別区設置協定書（法第４条第１項に規定する特

別区設置協定書をいう。次条において同じ。）を作成すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、大阪市の区域における特別区の設置（法第２

条第３項に規定する特別区の設置をいう。次条において同じ。）に関し必要

な協議を行うこと。 

 

（特別区設置協定書の作成） 

第４条 特別区設置協定書は、次に掲げる事項について、作成するものとする。 

(1) 特別区の設置の日 

(2) 特別区の名称及び区域 
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(3) 特別区の設置に伴う財産処分に関する事項 

(4) 特別区の議会の議員の定数 

(5) 特別区と大阪府の事務の分担に関する事項 

(6) 特別区と大阪府の税源の配分及び財政の調整に関する事項 

(7) 大阪市及び大阪府の職員の移管に関する事項 

(8) 前各号に掲げるもののほか、特別区の設置に関し必要な事項 

 

（組織） 

第５条 協議会は、会長及び委員19人をもって組織する。 

２ 会長は、次に掲げる者のうちから、これらの者の協議を経て、大阪府知事

及び大阪市長が選任する。 

(1) 大阪府知事 

(2) 大阪市長 

(3) 大阪府の議会の議長及び大阪府の議会が推薦した大阪府の議会の議員■

９人 

(4) 大阪市の議会の議長及び大阪市の議会が推薦した大阪市の議会の議員■

９人 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 委員は、第２項各号に掲げる者（同項の規定により会長に選任された者を

除く。）をもって充てる。 

５ 会長及び委員は、非常勤とする。 

６ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定

する委員が会長の職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、会議の議事の運営を行う。 

２ 第３条第２号に掲げる事務及び第４条第８号に掲げる事項は、会長が協議

会の会議に諮って定める。 

３ 協議会の会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができな

い。 

４ 協議会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会

長の決するところによる。 

５ 協議会は、必要があると認めるときは、学識経験を有する者その他関係者

（以下「学識経験者等」という。）の出席を求め、その意見を聴くことができ

る。 

６ 会長及び委員は、協議会の目的に従い、誠実にその職務を行わなければな

らない。 

７ 協議会の会議は、原則として公開とする。 

 



（費用弁償） 

第７条 会長又は委員が協議会の職務を行うため、大阪府の区域外の地域（大

阪府議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例第５条第１項に規定す

る地域を定める規程（平成20年大阪府議会規程第３号）に定める地域を除く。）

に出張したときは、費用弁償として旅費を支給する。 

２ 前項の費用弁償の額及び支給方法は、大阪府議会議員の議員報酬及び費用

弁償等に関する条例（昭和31年大阪府条例第21号）に定める府議会議員の例

による。 

 

（学識経験者等への謝金等） 

第８条 学識経験者等は、第６条第５項の規定により協議会に出席したときは、

謝金及び実費弁償を受けることができる。 

２ 前項の謝金の額及び支給方法は、大阪府が実施する研修に係る謝金の支給

の例により会長が別に定めるものとし、実費弁償の額及び支給方法は、証人

等の実費弁償に関する条例（昭和40年大阪府条例第39号）に定める証人等の

例による。 

 

（経費の支弁の方法） 

第９条 前２条に規定する費用その他協議会に要する経費は、大阪府知事及び

大阪市長の協議により定めるところにより、大阪府及び大阪市が負担するも

のとする。 

 

（事務局） 

第10条 会長は、協議会が担任する事務を円滑に行うため、協議会に事務局を

設ける。 

２ 事務局は、協議事項に関する調査、協議会の会議に提出する資料の作成、

協議会の会議における説明その他の協議会が担任する事務の処理のほか、協

議会の運営に関する事務を行う。 

３ 事務局の事務は、大阪府政策企画部大都市制度室及び大阪市都市制度改革

室が担う。 

 

（委任） 

第11条 この規約に定めるもののほか、事務局の組織その他の協議会の運営に

関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

附 則 

この規約は、大阪府の議会及び大阪市の議会のうち最後に議決した議会の議

決の日から施行する。 


